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○ 地域医療構想は、団塊の世代が75歳以上となり医療ニーズが増大・変化する2025年に向け、中⾧期的な人
口構造や地域の医療ニーズの質・量の変化を見据え、医療機関の機能分化・連携を進め、良質かつ適切な医療
を効率的に提供できる体制の確保を目的とするもの。

○ 上記を踏まえ、各都道府県において、
• 2025年の医療需要と機能別（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）の病床数の必要量の推計値
• 在宅医療等について、自宅や介護施設等で対応可能との仮定のもと必要量を推計
• 目指すべき医療提供体制を実現するための施策

を「地域医療構想」として策定し、地域の関係者間の協議に基づく医療機関の自主的な取組によって、病床の
機能分化・連携を推進してきた。(本県では、平成28年度に地域医療構想を策定)
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地域医療構想の推進の仕組み

１．病床機能報告制度 ２．地域医療構想調整会議の協議 ３．自主的な機能転換等の取組
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〇各医療機関から都道府県に対し、現在の病床機能
と今後の方向性等を「病床機能報告」により報告。

75歳以上のニーズ増
●●

現行の地域医療構想について（概要）
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 地域の医療提供体制を表すデータの一例として、入院・外来
のそれぞれの受療率※等の経年の推移を分析した内容を共有。

 今回は一例として受療率であるが、今後県としてデータ分析
体制を強化していく中で、どのようなデータ提示が必要なのか
等について、ご意見いただきたい。

○ 現行の地域医療構想に関するご意見として、
・データに基づく議論が必要
・県には地域の医療の実態がわかるデータを出してほしい

という意見をいただいたところ。

本日の内容
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※受療率
推計患者数を人口10万対であらわした数
受療率（人口10万対）＝推計患者数/推計人口×100,000



入院患者数の推計と実績について（全国）
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現行の地域医療構想策定当時に推計していた入院患者数とこれまでの実際の入院患者数（実績値）を比較すると、増加すると見
通されていた入院患者数は、さまざまな要因の結果、増加しなかったことが国の検討会で示された。

出典:第 5 回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会「新たな地域医療構想策定ガイドラインについて(構想の策定・取組の進め方、病床等の医療需要の見込み)」(2025/10/15)《厚生労働省》

厚生労働省検討会資料抜粋



推計患者数及び受療率（人口10万対）の推移（県全体）
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⾧野県の患者数及び受療率の推移をみると、入院患者数・外来患者数ともに減少傾向である。受療率※は、入院受療率において
は減少傾向あるが、外来受療率はほぼ横ばいの状況である。

受療率（人口10万対）
患 者 数 （人）

年 全 国 （ 参考 ）長 野 県

計外来入院計外来入院計外来入院

6,4665,3761,0906,1375,168969133,200112,20021,0002008

6,8525,7841,0686,0825,162920130,300110,60019,7002011

6,7345,6961,0386,0925,122970128,400108,00020,4002014

6,7115,6751,0365,9685,033935123,900104,50019,4002017

6,6185,6589606,0345,139895123,500105,20018,3002020

6,7955,8509456,0805,201879123,100105,50017,6002023

（注）計については、入院及び外来の患者数及び受療率を単純合計したもの。 （厚生労働省「患者調査」）

※ 受療率は、ある特定の日に疾病治療のために、すべての医療施設に入院あるいは通院を受けた人口10万人当たりの患者数。厚生労働省
が行う「患者調査」により全国推計患者数を把握し、算出される。



6（厚生労働省「患者調査」）
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年齢階級別受療率（入院・外来）の経年の推移については以下のとおり。特に、入院の受療率では、75才以上の受療率が減少している。



【参考】平均在院日数及び病床利用率の推移（県全体）
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平均在院日数は短縮傾向にあり、病床利用率は、コロナ禍以降においても、一般病床も療養病床も低下傾向にある。

資料出所:厚生労働省「病院報告」

（％）

29.0 
26.9 26.7 

25.1 

23.7 23.0 

42.5 

37.5 

34.1 

31.2 

28.2 

26.3 

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

1997 2002 2007 2012 2017 2023

長野県 全国

（日）

85

90.5

87.8

81.9

79.3 76.8

78.2 77.9
77

77.1

73.8 74.6

60

65

70

75

80

85

90

95

100

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

療養病床 一般病床

病床利用率の推移平均在院日数の推移



入院・外来における患者数の将来推計（県全体）
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患者数の将来推計は、将来推計人口と受療率を掛け合わせることにより算出するため、受療率の変化は患者数の将来推計に影響を与える
ものであり、受療率が変化している観点から入院・外来における患者数の将来推計を試みた（※）ところ、その結果は以下のとおり。
（※） 2014年、2017年、2020年、2023年の性年齢別受療率を基に2020年時点の性年齢別人口を基準として入院患者数の将来推計を試算

【入院】
・入院受療率が各年で変化することから、推計患者数も年度ごとに変動する。現時点で最新の2023年受療率を用いた値が最も患者数が減少す
る推計となる。
【外来】
・外来受療率に大きな変動がないため、入院患者数の推計と異なり、外来患者数の推計は、ほぼ差がない。



傷病分類別の入院受療状況の変化 （県全体）

9

以下、傷病分類ごとに1日あたりの平均患者数を算出したところ、
・ 一部の疾患を除き2014年の受療率を使用した推計患者数より2023年の受療率を使用した推計患者数が減少している。
・ 主な患者数が減少している疾患や考えられる要因は以下のとおりであり、それぞれ複合的な取り組みにより変動が生じている

と考えられる。
新生物＜腫瘍＞・・・・・化学療法の外来移行、医療技術の高度化など
眼及び付属器の疾患・・・白内障手術の外来移行など
循環器系の疾患・・・・・脳血管疾患領域に対するリハビリの強化による在院日数の短縮化など
妊娠、分娩及び産褥・・・同年代の出生数の減少等

（出典）性年齢別⾧野県受療率（患者調査）と2020年人口（国勢調査）を性年齢5歳階級別に掛け合わせ1日あたり平均患者数を算出



（参考）傷病名別の入院受療状況の変化【詳細】（県全体）
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傷病分類別の外来受療状況の変化 （県全体）

11

以下、傷病分類ごとに1日あたりの平均患者数を算出したところ、
・以下の疾患等は、入院患者数は減少しているものの外来患者数は増加しており、以下のような要因が考えられる。

新生物＜腫瘍＞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・化学療法の外来移行、医療技術の高度化など
妊娠、分娩及び産褥・・・・・・・・・・・・・・・・・・・産褥外来などの産後ケアの浸透など
健康状態に影響を及ぼす要因および保険サービスの利用・・・健診事業の拡大など

・上記の一方で、脳血管疾患等、入院同様に減少している疾患もある。

（出典）性年齢別⾧野県受療率（患者調査）と2020年人口（国勢調査）を性年齢5歳階級別に掛け合わせ1日あたり平均患者数を算出



（参考）傷病名別の外来受療状況の変化【詳細】（県全体）
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受療率の変化から読み取れること
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【入院】
 ⾧野県の患者数及び受療率の推移をみると、入院患者数・外来患者数ともに減少傾向である。受療率は、入院受

療率は減少傾向あるが、外来受療率はほぼ横ばいの状況である。
 3年ごとに行われる患者調査で公表されている入院受療率のみ変化をさせて、入院患者数の将来推計を算出する

と、推計結果は年度ごとに変動するとともに、現時点で最新の2023年受療率を用いた値が最も患者数が減少す
る推計となる。

 上記の要因は、
◎がん医療や白内障治療等の外来移行
◎地域医療構想等の機能分化推進によるリハビリの強化および在院日数の短縮化 等、

そのほかにも複合的な要因により生じていると考えられる。
 今後もさまざまな要因により入院受療率が低下する可能性があることも考慮したうえで、今後の医療圏内の医療

提供体制について議論する必要がある。

【外来】
 外来の受療率については、在院日数の短縮化という要素がない分、総じて入院受療率よりも各調査年度の外来受

療率の変化は少なく、人口構造の変化とともに今後の需要は減少する見通しと考えられる。
 がん医療、産科、健診といった領域においては入院患者数は減少しているものの外来患者数は増加しているが、

脳血管疾患等、入院同様に患者数が減少している疾患もあるなど、疾患ごとで入院の受療状況と外来受療状況で
は状況が異なる。



 地域の医療提供体制を表すデータの一例として、入院・外来
のそれぞれの受療率※等の経年の推移を分析した内容を共有。

 今回は一例として受療率であるが、今後県としてデータ分析
体制を強化していく中で、どのようなデータ提示が必要なのか
等について、ご意見いただきたい。

○ 現行の地域医療構想に関するご意見として、
・データに基づく議論が必要
・県には地域の医療の実態がわかるデータを出してほしい

という意見をいただいたところ。

本日の内容
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※受療率
推計患者数を人口10万対であらわした数
受療率（人口10万対）＝推計患者数/推計人口×100,000

再 掲


